
○横手市木造住宅耐震改修等補助金交付要綱 

平成２２年７月１日 

告示第９５号 

改正 平成２５年４月１日告示第９４号 

平成２５年７月１０日告示第１８４号 

平成２６年４月１日告示第５３号 

平成２７年３月２５日告示第５３号 

平成２８年３月２８日告示第３２号 

平成２９年４月１日告示第２６号 

平成２９年６月１５日告示第１０５号 

平成３１年４月１日告示第６７号 

令和３年４月１日告示第３４号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地震による木造住宅の倒壊等の災害を未然に防止し、市民の安全を確保す

るため、横手市耐震改修促進計画に基づく木造住宅の耐震改修工事費及び耐震改築工事費に対

する補助金の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 耐震診断 「２０１２年改訂版木造住宅の耐震診断と補強方法」（一般財団法人日本

建築防災協会／国土交通大臣指定耐震改修支援センター発行）に基づく「一般診断法」によ

り、木造住宅の地震に対する安全性を診断し、評価すること。 

（２） 耐震診断士 秋田県木造住宅耐震診断技術者登録制度要綱（平成29年3月10日付け建－

909秋田県建設部長通知）の規定に基づき、秋田県木造住宅耐震診断技術者として秋田県知事

が認めた者 

（３） 建築士事務所 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の登録を受けた者 

（４） 建設業者 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定による建設業の許可

を受けた者 

（５） 耐震設計 耐震診断の結果、地震に対して安全な構造でないと判定された木造住宅に

対して、地震に対して安全な構造となるようにする補強工事の設計 

（６） 耐震改修工事 耐震診断の結果、上部構造評点が１．０未満の木造住宅を補強により、

１．０以上とする改修工事 

（７） 耐震改築工事 耐震診断の結果、上部構造評点が０．７未満の木造住宅をすべて除却

し、当該木造住宅が存していた敷地内で新たに木造住宅を建築する工事 

（補助金の種類） 



第３条 補助金の種類は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 耐震改修補助金 耐震改修工事の実施に要する費用（以下「耐震改修工事費」という。）

に対する補助金 

（２） 耐震改築補助金 耐震改築工事の実施に要する費用（以下「耐震改築工事費」という。）

に対する補助金 

（補助対象住宅） 

第４条 補助対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、昭和５６年５月３１日以前に着

工し、現に居住の用に供している市内に存する木造戸建住宅（店舗その他これに類するものの

用途を兼ねる場合にあっては、当該用途に供する部分の床面積が延床面積の２分の１未満であ

るものに限る。）であって、次の各号のいずれにも該当しないものとする。 

（１） 昭和５６年６月１日から平成１２年５月３１日までの間に当該住宅について増築工事

を着手したものであって、当該増築部分の延床面積が昭和５６年５月３１日以前に着工され

た部分の延床面積の２分の１を超えるもの。 

 （２） 平成１２年６月１日以降に増築工事を着工したもの。 

２ 前項の規定にかかわらず、過去にこの告示による補助金の交付を受けて耐震改修工事及び耐

震改築工事を実施した住宅は、対象としない。 

（対象者） 

第５条 耐震改修補助金の対象者は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要と認めた場合

は、この限りでない。 

（１） 対象住宅を所有（共有し、又は所有していると認められる場合を含む。）する個人で

あること。 

（２） 市税を滞納していないこと。 

（３）  耐震診断士の所属する建築士事務所と対象住宅の耐震設計の実施に係る契約を締結し、

かつ、建設業者と耐震改修工事の実施に係る契約を締結する者であること。 

２ 耐震改築補助金の対象者は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、

この限りでない。 

（１） 対象住宅を所有（共有し、又は所有していると認められる場合を含む。）する個人で

あること。 

（２） 市税を滞納していないこと。 

（３） 建設業者と耐震改築工事の実施に係る契約を締結する者であること。 

（補助の範囲） 

第６条 市長は、予算の範囲内において、補助金を交付することができる。 

（補助金の額） 

第７条 耐震改修補助金及び耐震改築補助金の額は、１棟につき耐震改修工事又は耐震改築工事



に要した費用の１００分の２３．０を乗じて得た額とする。この場合において、当該補助金額

に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとし、１００万円を上限と

する。 

（耐震改修工事等に係る事前相談） 

第８条 耐震改修補助金又は耐震改築補助金を受けようとする対象者は、耐震診断士が行った耐

震診断結果報告書又はそれに代わる書類を添えて、あらかじめ市長に相談（以下「事前相談」

という。）しなければならない。 

２ 市長は、前項の事前相談があった場合は、その内容を審査し、この事業の目的に合致するこ

とを確認する。 

（補助金の申請） 

第９条 耐震改修補助金の交付を受けようとする者は、耐震改修補助金交付申請書に次の書類を

添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 対象住宅の付近見取図、配置図及び平面図（現況及び補強後） 

（２） 耐震改修計画書 

（３） 耐震改修工事費の見積書の写し 

（４） 固定資産税課税台帳（家屋）の写し 

（５） 申請者及び同一世帯に属する者の納税証明書又は非課税証明書 

（６） 対象住宅に借家人がいる場合は、耐震改修工事の実施に係る同意書の写し 

（７） 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認めた書類 

２ 耐震改築補助金の交付を受けようとする者は、耐震改築補助金交付申請書に次の書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

（１） 対象住宅の付近見取図及び配置図（現況及び改築後） 

（２） 耐震改築工事費の見積書の写し 

（３） 確認済証の写し 

（４） 申請者及び同一世帯に属する者の納税証明書又は非課税証明書 

（５） 対象住宅に借家人がいる場合は、耐震改築工事の実施に係る同意書の写し 

（６） 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認めた書類 

（補助金の交付決定） 

第１０条 市長は、前条の申請書が提出された場合は、内容を審査し、交付の可否を決定し、当

該申請書を提出した者に通知しなければならない。 

（交付の条件） 

第１１条 市長は、補助金の交付を決定する場合は、次の条件を付するものとする。 

（１） 補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならないこと。 

（２） この告示に基づく補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の遂



行が困難となった場合又は内容を変更する場合は、速やかに必要な届出をすること。 

（３） 前２号に規定するもののほか、市長が必要と認めた事項 

（申請の取下げ） 

第１２条 補助金の交付決定を受けた者（以下「決定者」という。）が補助事業を中止し、又は

廃止しようとする場合は、速やかに補助金交付申請取下届を市長に提出しなければならない。 

（補助事業の内容の変更） 

第１３条 決定者が補助事業の内容を変更しようとするときは、速やかに補助金交付変更申請書

により市長に申請しなければならない。 

（補助事業の遂行） 

第１４条 決定者は、補助金の交付の条件その他指示に従い、適切に補助事業を行わなければな

らない。 

（耐震改修工事の中間検査） 

第１５条 市長は、必要があると認めた場合は、耐震改修工事の工程を指定し、中間検査を行う

ことができる。 

２ 市長は、当該耐震改修工事が適切に行われていないと認めた場合は、決定者を指導するもの

とする。 

３ 市長は、決定者が前項の指導に従わない場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消

すことができる。 

（完了報告） 

第１６条 耐震改修工事の決定者は、補助事業が完了したときは、耐震改修完了実績報告書に次

の書類を添えて市長に報告しなければならない。 

（１） 耐震改修工事実施報告書 

（２） 耐震設計及び耐震改修工事後の耐震診断結果報告書の写し 

（３） 耐震設計及び耐震改修工事に係る契約書の写し 

（４） 耐震改修工事費の領収書の写し 

（５） 工事写真 

（６） 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認めた書類 

２ 耐震改築工事の決定者は、補助事業が完了したときは、耐震改築完了実績報告書に次の書類

を添えて市長に報告しなければならない。 

（１） 検査済証の写し 

（２） 耐震改築工事に係る契約書の写し 

（３） 耐震改築工事費の領収書の写し 

（４） 竣工写真 

（５） 前３号に掲げるもののほか市長が必要と認めた書類 



３ 前２項の報告書は、補助事業が完了した日から起算して３０日以内又は当該年度の２月末日

のいずれか早い日までに提出しなければならない。ただし、市長が特に認めた場合は、この限

りでない。 

（補助金の額の確定） 

第１７条 市長は、前条の報告書が提出された場合は、内容を審査し、交付すべき補助金の額を

確定し、補助金額確定通知書により決定者に通知しなければならない。 

（補助金の請求及び交付） 

第１８条 前条の規定による確定通知を受けた決定者は、補助事業補助金交付請求書を市長に提

出し、補助金を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の請求を受けた場合は、当該請求に係る補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１９条 市長は、決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又

は一部を取り消すことができる。 

（１） 虚偽の申請その他不正な行為により補助金の交付決定を受けた場合 

（２） 補助金を交付の目的以外に使用した場合 

（３） この告示の規定に違反した場合 

２ 市長は、前項の規定に基づき補助金の交付決定を取り消したときは、補助金交付決定取消通

知書により決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第２０条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合は、補助金返還命令書により期限を定め

てその返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第２１条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２２年７月１日から施行する。 

（特例措置） 

２ 平成２５年７月１０日から平成２６年１２月２６日までの間に第１０条の交付決定を受けた

場合における第７条第３項の規定の適用については、同項中「８０万円」とあるのは「１１０

万円」と読み替えるものとする。 

３ 平成２７年４月１日から平成２７年１２月２８日までの間に第１０条の交付決定を受けた場

合における第７条第３項の規定の適用については、同項中「８０万円」とあるのは「１１０万

円」と読み替えるものとする。 

附 則（平成２５年４月１日告示第９４号） 



この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年７月１０日告示第１８４号） 

この告示は、平成２５年７月１０日から施行する。 

附 則（平成２６年４月１日告示第５３号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２５日告示第５３号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２８日告示第３２号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年４月１日告示第２６号） 

 この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年６月１５日告示第１０５号） 

 この告示は、平成２９年６月１５日から施行する。 

附 則（平成３１年４月１日告示第６７号） 

 この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日告示第３４号） 

 この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

 


